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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第180期中 第181期中 第182期中 第180期 第181期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 101,550 107,221 127,050 207,998 225,813

経常利益 (百万円) 5,193 7,180 6,504 11,363 12,287

中間(当期)純利益 (百万円) 3,638 4,490 4,380 6,578 7,472

純資産額 (百万円) 113,694 130,096 140,414 121,035 135,696

総資産額 (百万円) 235,646 279,440 300,514 243,685 299,382

１株当たり純資産額 (円) 428.88 464.71 503.00 456.58 489.05

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 13.73 16.94 16.53 24.77 28.19

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.2 44.1 44.3 49.7 43.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,178 3,642 4,387 12,434 10,707

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,559 △1,882 △4,947 △4,806 △39,050

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,843 22,317 △2,616 △9,528 20,417

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 31,505 55,020 19,986 30,939 23,076

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
4,019
(500)

4,175
(525)

5,762
(660)

3,994
(507)

5,633
(575)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第180期中 第181期中 第182期中 第180期 第181期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 61,255 64,328 67,276 123,287 133,443

経常利益 (百万円) 2,834 3,503 3,663 5,873 6,831

中間(当期)純利益 (百万円) 780 2,103 2,226 2,808 4,235

資本金 (百万円) 27,712 27,712 27,712 27,712 27,712

発行済株式総数 (千株) 265,402 265,402 265,402 265,402 265,402

純資産額 (百万円) 98,400 102,725 104,872 102,930 105,794

総資産額 (百万円) 169,189 203,575 210,114 170,709 210,810

１株当たり純資産額 (円) 371.19 387.58 395.81 388.32 399.23

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2.94 7.94 8.40 10.59 15.98

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.50 3.50 4.00 7.00 8.00

自己資本比率 (％) 58.2 50.5 49.9 60.3 50.2

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,675
(186)

1,675
(201)

1,703
(252)

1,627
(192)

1,640
(221)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1)平成19年７月１日付でエヌ・ビー・ホールディングス㈲は日本ビー・ケミカル㈱に吸収合併いたし 

  ました。 

(2)平成19年９月１日付でNIPPON PAINT (SHANGHAI) RESEARCH & DEVELOPMENT CO., LTD.を連結子会 

  社といたしました。 

(3)平成19年６月21日付で日本ビー・ケミカル㈱はBNB COATINGS INDIA LIMITEDを連結子会社といた 

  しました。 

(4)平成19年４月１日付でNIPPON PAINT (THAILAND) CO., LTD.はNPT MARKETING CO., LTD.を持分法 

  適用関連会社といたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約等の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社からの社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時

従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約等の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

塗料事業 5,382〔604〕

ファインケミカル事業 134〔 23〕

全社(共通) 246〔 33〕

合計 5,762〔660〕

従業員数(人) 1,703〔252〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、堅調な企業収益の改善を背景に設備投資の増加や雇用環境の改

善が見られ、個人消費も増加の傾向にあり回復基調が続いております。一方、海外においては、米国経

済に減速懸念はあるものの、東南アジアや中国経済は好況が続いており、総じて堅調に推移しました。 

 このような経済環境のもと、塗料業界において国内塗料需要は出荷数量・金額とも前年同期を上回り

ました。  

 当社グループの経営の概況につきましては、連結売上高は、継続的な販売価格の是正努力、高付加価

値商品の売上拡大、更には新規連結子会社化による売上増143.1億円などにより前年同期に比べ198.3億

円増加し1,270億50百万円となりました。一方、売上総利益については、原油、ナフサ価格の高騰に加

え、世界的な需要拡大に伴う供給不足感もあり、石油関連原材料だけでなく、その他の原材料も上昇が

続いたことで利益率が１ポイント低下したため51.6億円の増加に止まりました。また、販売管理費につ

いては、新規連結による影響やアジア子会社の事業拡大に伴い60.9億円増加したため連結営業利益は

9.3億円減の48億14百万円となりました。連結経常利益は持分法投資利益の拡大はありましたが前年同

期比で6.8億円減の65億４百万円となりました。また連結中間純利益については、昨年買収した北米の

プラスチック塗料会社が、その事業の一部を売却したことによる売却益6.8億円を特別利益に計上した

ことにより、前年同期比1.1億円減の43億80百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの売上高は、塗料事業が前年同期比199.3億円増の1,213億69百万円、ファイ

ンケミカル事業が１億円減の56億81百万円となりました。  

 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

＜塗料事業＞  

①自動車用塗料  

自動車用塗料の売上高につきましては前年同期比で150.9億円増の468億99百万円となりました。この

売上増には、北米のプラスチック塗料事業の買収や、タイの持分法適用関連会社を連結子会社化したこ

とによる124.3億円が含まれております。新規連結以外で26.6億円の増となっておりますが、その要因

としては国内において自動車生産台数が前年同期に比べ減少するなか、新色獲得の成果や、水性塗料を

はじめとした環境配慮型商品の拡販による売上増10.2億円と、アジア、欧米において順調に売上が拡大

したことによる海外売上増16.4億円によるものです。 

②汎用塗料 

汎用塗料の売上高につきましては、前年同期比で21.3億円増の213億38百万円となりました。タイの

持分法適用関連会社を連結子会社化したことによる増加15.2億円に加え、国内で6.1億円売上が増加し

ましたが、その売上増は、建設市況の低迷はあったものの、重防食塗料分野で新設橋梁受注と民間設備

投資が好調に推移したことや、施工分野でハウスメーカーとの協業により塗替え受注の拡大を図ったこ

とによるものです。 

③工業用塗料 

工業用塗料の売上高につきましては、前年同期比で6.3億円増の218億3百万円となりました。これ

は、タイの持分法適用関連会社を連結子会社としたことにより15.9億円増加するも、国内において、建

築基準法の改正、住宅着工戸数の大幅な落込みなど住宅市況の低迷の影響により、前年同期比9.6億円

減少したことによるものです。 

④その他塗料 

その他塗料の売上高につきましては、前年同期比で20.8億円増の313億29百万円となりました。  

 自動車補修用塗料分野では、市況の低迷の影響を受け国内では前年同期比微減となりましたが、タイ

の持分法適用関連会社の連結子会社化による売上増6.9億円を加えた結果、前年同期を上回りました。 



船舶用塗料分野では、新造船の建造が好調に推移する一方、アジアの子会社も着実に拡大を図り、売

上高は前年同期を大幅に上回りました。 

＜ファインケミカル事業＞  

ファインケミカル事業の売上高は前年同期比で１億円減少し、56億81百万円となりました。  

表面処理剤分野では、自動車・鉄鋼業界を中心にノンクロムや脱燐酸亜鉛をはじめとした環境配慮型商

品の拡販や高機能・高付加価値商品の売上拡大に加え、タイの新規連結化による売上増1.7億円もあり

前年同期を上回りましたが、カラーフィルター用材料など電子材料分野が減少したことにより、売上は

前年を下回りました。 

  

所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。 

＜日本＞  

原材料価格の上昇が続くなか、継続的な販売価格の是正努力と高付加価値商品の売上拡大の結果、売

上高はセグメント間の内部売上高を含めて1,043億83百万円、営業利益は41億44百万円となりました。 

＜アジア＞  

タイの持分法適用関連会社を連結子会社としたほか、船舶用塗料分野およびプラスチック用塗料分野

が順調に拡大した結果、売上高はセグメント間の内部売上高を含めて123億55百万円、営業利益は９億

33百万円となりました。 

＜北米＞  

プラスチック塗料事業を買収したほか、既存の連結子会社についても売上が拡大した結果、セグメン

ト間の内部売上高を含めた売上高は142億74百万円となりましたが、買収に伴う一時的な販売費および

一般管理費の増加により、営業損失は１億53百万円となりました。 

＜その他の地域＞  

売上高はセグメント間の内部売上高を含めて14億75百万円、営業損失は82百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間は、営業活動により43億87百万円の資金収入、投資活動により49億47百万円の支

出、財務活動により26億16百万円の支出があり、結果として現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う）は199億86百万円となり、前連結会計年度末より30億90百万円減少いたしました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動のキャッシュ・フローは前年同期比で７億44百万円増加し43億87百万円となりました。主な

要因としては、税金等調整前中間純利益に減価償却費等の非現金支出費用等を加味したキャッシュ・フ

ローの収入の減少３億40百万円と運転資本（売上債権・たな卸資産・仕入債務）の減少による支出の減

少10億85百万円によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は前年同期比で30億64百万円増加し49億47百万円となりました。主な内

容としては、有形固定資産の取得に49億76百万円、その他の投資有価証券の取得に１億61百万円などを

支出したことによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は26億16百万円となりました。これは有利子負債の返済に14億34百万

円、配当金の支払いに13億26百万円などを支出したことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 金額は製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、主として見込生産によっておりますので、受注並びに受注残高等について特に記載

すべき事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

塗料事業 59,041 36.8

ファインケミカル事業 2,205 7.5

合計 61,246 35.5

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

塗料事業 121,369 19.6

自動車用塗料 46,899 47.4

汎用塗料 21,338 11.1

工業用塗料 21,803 3.0

その他塗料 31,329 7.1

ファインケミカル事業 5,681 △1.7

合計 127,050 18.5



３ 【対処すべき課題】 

（対処すべき課題） 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

（会社の支配に関する基本方針等） 

(1)基本方針の内容 

当社は1881年の創業以来、「共存共栄を基本理念とし、社業を通じて社会公共の福祉に貢献する」と

いう経営理念のもと、「価値ある塗膜を提供するスペシャリティケミカルカンパニーとしてグローバル

に成長発展する」「環境保全と資源・エネルギー低減に貢献するエコカンパニーとして信頼される企業

となる」という経営ビジョンを共通の価値観としております。この基本的な考えのもと、すべてのステ

ークホルダーとの信頼関係を構築し、社会に貢献していくことが当社の社会的責任であると認識し、こ

れらを踏まえた継続的かつ発展的な企業活動を行うことが、当社の企業価値向上および株主共同の利益

の確保に資すると考えております。  

 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方につきましては、当社グループを取り巻く

経営環境を正しく認識し、企業活動の基本である社会的責任を最優先としたＣＳＲ経営、環境保全と資

源・エネルギー低減に貢献する環境経営を行っている当社の経営方針を十分に理解する者でなければな

らないと考えておりますが、当社が上場会社である以上、最終的には株主の皆様ご自身が判断されるも

のと考えております。しかしながら、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、当該

買付行為が株主の皆様に十分な情報提供を行わないものであるとき、あるいは十分な検討期間もないま

ま行われるものであるとき、また、買付後の経営が当社の企業価値または株主共同の利益を著しく毀損

するものであるときには、当社取締役会はそのような買付行為を防止する方策を取るべきであると考え

ております。 

(2)前記基本方針にかかる取組みの具体的内容 

当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、株主の皆様に十分な情報提供が行われる

ことを確保するとともに、企業価値および株主共同の利益を毀損する買付行為を防止するため、平成19

年３月20日の当社取締役会において当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対応方針」

といいます。）を定めております。なお、本対応方針は平成19年６月28日開催の当社定時株主総会にお

いて株主の皆様にお諮りし、ご承認いただいております。  

 本対応方針の内容は、特定株主グループ（注1）の議決権割合（注2）を20％以上とすることを目的と

する当社株券等（注3）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる

ような当社株券などの買付行為を「大規模買付行為」とし、また当該買付けを行う者を「大規模買付

者」として、当社取締役会に対して当該大規模買付行為に関する情報提供を要求するものです（ただ

し、買付行為の前に当該買付けにつき当社取締役会の承認がある場合を除きます。）。  

 大規模買付者が当社取締役会のあらかじめ定める手続に従わない場合、または当該大規模買付行為が

当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらすものであると判断される場合に

は、当社取締役会の決議により、当該大規模買付者等は行使することができないという行使条件を付し

た新株予約権の株主割当を実施し、当該大規模買付行為による損害を防止いたします。なお、かかる判

断にあたっては、取締役会から独立した第三者機関である独立委員会の勧告を最大限尊重します。 

(3)前記(2)の取組みについての当社取締役の判断およびその判断にかかる理由 

本対応方針は、大規模買付者が基本方針に沿う者であるか否かを株主の皆様および当社取締役会が判

断するにあたり、十分な情報提供と判断を行うに相当な期間を確保するために定めるものであり、特定

の株主または投資家を優遇しあるいは拒絶するものではありません。また、対抗措置として新株予約権

を発行するのは、当該大規模買付行為が当社の企業価値あるいは株主共同の利益に回復しがたい損害を

もたらすものであると判断される場合など、厳重な客観的要件を充足する場合に限定されるとともに、

その発行の是非の判断にあたっても、独立委員会の中立公正な判断を重視することとしており、当社取

締役会の恣意的判断を排除しております。対抗措置として発行する新株予約権ならびにその行使条件に

ついても、あらかじめその内容について開示を行うなど、企業価値向上および株主共同の利益確保に必

要かつ相当な範囲内の対抗措置であると考えます。 



したがって、当社取締役会は、前記(2)の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損

なうものでないとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断いたしております。 

(注) １ 特定株主グループとは、当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいま

す。）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含ま

れる者を含みます。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同

条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）並びに当社の株券等（同法第27条の２第

１項に規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第27条の２第１項に規定する買付等をいい、取

引有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２

第７項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。 

 ２ 議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、①特定株主グループが当社の株券

等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者及びその共同保有者

である場合の当該保有者の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいい

ます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等

の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。）又は②特定株主グループが当社の株券等

（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の大規模買付者及びその特別関係者（同法

第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）である場合の大規模買付者及び当該特別関係

者の株券等保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。）の合計をいい

ます。各株券等保有割合の算出にあたっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するものをい

います。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証

券報告書、半期報告書及び自己株式買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することがで

きるものとします。 

 ３ 株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等について変更はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、当社ビジョンである 

・「価値ある塗膜を提供するスペシャリティケミカルカンパニーとしてグローバルに成長発展する」 

・「環境保全と資源エネルギー低減に貢献するエコカンパニーとして信頼される企業となる」 

の実現を目指して活動しております。 

このビジョンのもと、特に商品力の強化については「顧客付加価値の創造」「環境配慮型商品の開発」

はもとより「環境にやさしい製品を提供していくことで社会に貢献する」ことを第一の使命と考え、Ｒ＆

Ｄ本部、事業部の開発部門、および国内外関係会社の技術開発部門が連携を取って推進しております。  

 研究開発体制につきましては、迅速な商品化が必要とされるテーマを各事業部の開発部門が担当し、顧

客の声を商品企画や、開発・改良テーマに反映しております。一方、中長期のグループ戦略に基づいたシ

ーズ探索や基盤研究をＲ＆Ｄ本部が担当し、事業部の開発部門と緊密なコラボレーションを行い、成果の

スピーディーな市場展開をはかっております。特にグローバル競争の中にある自動車用塗料につきまして

は、将来に向けての商品や塗装システム開発のスピードアップをめざして集中的に活動を行っておりま

す。さらに、国内外の環境規制や環境問題に対応するため、当社の製品の安全性を商品設計段階より強化

するとともに、次期商品に結びつくシーズ探索や基盤研究の強化を推し進めております。  

 これらの組織とは別に、重要な商品開発や技術開発テーマはカンパニープロジェクトとして運営してお

ります。これは、テーマ達成に最も適した人材を配置し開発の進捗状況を経営が直接モニターすることで

開発のスピードアップと開発成果をより迅速に成果へ反映させることを目的としたものです。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費用は40億42百万円であり連結売上高に占める割

合は3.2％です。また、当中間連結会計期間末での工業所有権の総数は1,122件であります。 

主な研究開発活動の概要及び成果は次のとおりであります。 

  



(1) 塗料事業 

自動車塗料事業では、顧客の経済性向上の観点から従来型の被覆性を改良した電着塗料「パワーニッ

クス1000シリーズ」が、顧客から技術開発賞を受賞するなど高く評価されました。さらに次世代型電着

塗料の開発では環境面に配慮した顧客ニーズを先取りする商品開発に取り組んでおります。また、焼き

付け工程を大幅に短縮し、顧客の省エネ・ＣＯ２排出削減に貢献する「３ウェット塗装システム」が、

国内の有力自動車メーカーで実績をあげておりますが、さらにこれらに使われる塗料の水性化へ向けた

開発も進めております。また、上塗塗料では色材開発の強化によりオリジナルカラーの獲得率を向上さ

せるとともに、環境配慮型商品としては溶剤型塗料に代わる水性の上塗塗料の国内外での採用の実績が

拡大しております。 

工業用塗料事業では、ＶＯＣなど環境規制が強化されつつある社会情勢のもと、水性化・粉体化など

環境配慮型商品での当社戦略が成果を発揮しております。粉体塗料では、ボンディング技術を基本とし

た多彩ビリューシアメタフィール、さらに業界初めての低汚染型粉体塗料、粉体調色システムなどが拡

大に寄与致しました。水性塗料では顔料の沈降を抑えメンテナンスに掛かる電力エネルギー量を大幅に

削減できる電着塗料「パワーフロート」が好評を得て順調に拡大しており、この省エネ型技術を生かし

た機能性電着塗料シリーズ「パワースクエア」も発売を開始いたしました。一方、電子業界の輸出に関

するＲｏＨＳ規制対策用として重金属削減塗料エコシリーズを発売し、従来コンタミとして含まれてい

た鉛などの規制対象元素の分析結果を提出して、安心してお使いいただける塗料として好評を博してお

ります。また従来、自動車バンパーなどプラスチック基材へ塗装していた技術を工業用へも展開し、携

帯電話、ゲーム機器、電気機器用など、プラスチック塗装用塗料の試売を開始し拡大しつつあります。

汎用塗料事業では、ＶＯＣの低減など環境に配慮した商品の開発に引き続き注力し、普及型の低ＶＯ

Ｃ内装塗料「Ｈｉビニレックス エコ」および「エコフラット30」、弱溶剤型の重防食用高耐久塗料

「デュフロン100ファイン」を上市いたしました。また、近年社会問題となっているアスベストに関し

て、吹きつけアスベスト粉塵飛散防止処理技術である「フリーベスト工法（除去工法）」および、それ

に用いる材料「フリーベスト浸透剤」、「フリーベスト湿潤剤」、「フリーベストＲ＆Ｅ」を独自に開

発いたしました。この工法は財団法人日本建築センターより国の定める建設技術の審査証明を受けてお

り、今後販売に注力していく予定です。さらに、建設用塗料の調色品の革新的な短納期化による顧客満

足度の向上をめざした全自動缶内調色システム（リージョナルファクトリー）を新たに中部地区にも導

入し、すでに順調に稼働し成果を出しております。アジア市場におきましては、日本ペイントグループ

各社との連携を深め効果が現れつつあります。 

自動車補修塗料事業においては、環境に影響を与える物質排除とＶＯＣ排出削減を商品開発方針と

し、環境配慮型の新塗装系として、オール水性システム及び脱シンナー一液型塗料等の開発と市場導入

をすすめてまいります。 

当事業に係わる研究開発費用は29億46百万円であります。 

  

(2) ファインケミカル事業 

金属表面処理剤は、ますます市場のニーズが高まっている環境配慮型技術を中心とした開発と市場導

入を進めております。ノンクロム型処理剤はアルミホイール、自動車用アルミ部品、亜鉛めっき鋼板向

けを中心に導入が順調に進展しました。槽内残渣が大幅に低減できる新化成処理剤システムの開発にも

取り組み、一部で市場導入が開始されました。脱脂剤についても脱ノニルフェノールタイプの薬剤への

全面的な置換が終了し、さらに脱脂の低温化により省エネ・ＣＯ２排出削減に貢献しております。  

 一方、ファインケミカル材料では新規凸凹形成技術を適用したディスプレー用光学材料の開発と市場

導入を進めております。また、電子材料では、感光性のポリシラン樹脂「グラシア」は光信号の低損失

性、高耐熱性の特徴を生かし、特に光インターコネクト用の導波路材料としての基本開発を終了し、市

場導入準備が順調に進んでおります。幅広い用途が期待されている「ホログラム材料」についてもセキ

ュリティー分野については市場展開、また、光情報処理、計測、産業機器、ディスプレー等の分野での

導入準備が順調に進んでおります。 

当事業に係わる研究開発費用は３億90百万円であります。 

なお、各事業部に共通の基礎研究及び開発費用は７億５百万円であります。 

  

今後も引き続き、当社が保有している高分子技術、フォトケミカル技術、配合設計技術をベースに、



さらにナノテクノロジー、環境クリーン材料合成技術を深め、塗料及びファインケミカルの市場に向

けての技術開発・商品開発に取り組んでまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。な

お、経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

 
(注) 金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 前連結会計年度末において、実施中又は計画中であった重要な設備の新設等のうち、当中間連結会計

期間において完成したもので主なものは次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等を含んでおりません。 

２ 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はあ

りません。 

  

会社名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称

設備の主な 

内容・目的

投資予定額(百万円)

資金調達方法

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了

日本ビー・ケミカル㈱ 

(大阪府枚方市)
塗料 ソフトウェア 800 16 借入金 平成19年９月 平成21年３月

NB COATINGS, INC. 

(米国イリノイ州)
塗料 ソフトウェア 490 490 自己資金 平成19年１月 平成19年６月

NIPPON PAINT 

(THAILAND) CO., LTD.
塗料 塗料製造設備 385 380 自己資金 平成19年１月 平成19年７月

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の主な内容・目的
金額

(百万円)
完成年月

当社 
(大阪市北区)

塗料 
ファインケミカル

塗料製造設備 1,432
平成19年４月 
 ～平成19年９月

研究・物流施設等 1,233
平成19年４月  
 ～平成19年９月

日本ペイント販売㈱ 
(東京都品川区)

塗料 販売施設等 241
平成19年４月 
 ～平成19年９月

日本ビー・ケミカル㈱ 
(大阪府枚方市)

塗料
研究設備等 244

平成19年４月 
 ～平成19年９月

塗料製造設備 257
平成19年４月 
 ～平成19年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 265,402,443 265,402,443

大阪証券取引所
市場第一部 
東京証券取引所 
市場第一部 
名古屋証券取引所 
市場第一部

―

計 265,402,443 265,402,443 ― ―

年月日
発行済株式総数 
増減数(千株)

発行済株式総数 
残高(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増 
減額(百万円)

資本準備金 
残高(百万円)

平成19年９月30日 ― 265,402 ― 27,712 ― 27,185 



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて記載しております。 

２ ファースト・インダストリーズ・コープから、平成18年11月10日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）により平成18年11月２日現在で以下の株式保有の状況に関する報告を受けておりますが、当社として当

中間期末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。 

   
３ 大和住銀投信投資顧問株式会社から、平成19年６月21日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）によ

り平成19年６月15日現在で以下の株式保有の状況に関する報告を受けておりますが、当社として当中間期末

現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。 

 
  

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ノムラインターナショナルホン
コンリミテッド(F5-108) 
(常任代理人 野村證券株式会
社)

30/F, 2 INTERNATIONAL FINANCE CENTRE
8 FINANCE STREET, CENTRAL HONG KONG 
(東京都中央区日本橋１丁目９―１)

14,733 5.55

ザバンクオブニューヨークトリ
ーティージャスデックアカウン
ト 
(常任代理人 
 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040 
BRUSSELS, BELGIUM 
(東京都千代田区丸の内２丁目７―１)

13,009 4.90

ビーエヌピーパリバロンドンブ
ランチフォービーエヌピーピー
ピービーネクストック 
(常任代理人 
 香港上海銀行東京支店)

10 HAREWOOD AVENUE LONDON NW1 6AA, 
U.K. 
(東京都中央区日本橋３丁目11―１)

12,884 4.85

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５―12 12,651 4.76

エスアイエスセガインターセト
ルエージー 
(常任代理人 
 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

BASLERSTRASSE 100, CH-4600 OLTEN
SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内２丁目７―１)

12,647 4.76

住友生命保険相互会社 大阪市中央区城見１丁目４―35 10,750 4.05

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１―２ 9,999 3.76

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 9,933 3.74

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５―33 7,109 2.67

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 6,613 2.49

計 ― 110,329 41.57

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ファースト・インダストリーズ 
・コープ

VANTERPOOL PLAZA, 2ND FLOOR, 
WICHEAMS CAY I ROAD TOWN, TORTOLA, 
BRITISH VIRGIN ISLANDS

24,113 9.09

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大和住銀投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７―９ 8,050 3.03



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 442,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 106,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 263,595,000 263,595 ―

単元未満株式  
普通株式 1,259,443 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 265,402,443 ― ―

総株主の議決権 ― 263,595 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ペイント株式会社

大阪市北区大淀北２丁目
１―２

442,000 ― 442,000 0.17

(相互保有株式)

株式会社タイヨーマリビス
東京都江東区新木場４丁目
12―54

106,000 ― 106,000 0.04

計 ― 548,000 ― 548,000 0.21



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 704 714 655 640 672 598

最低(円) 639 629 603 598 540 567



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表につきまして、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 55,020 19,986 23,076

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

83,446 92,778 93,652

 ３ たな卸資産 19,887 28,173 26,489

 ４ 繰延税金資産 2,579 2,661 2,989

 ５ その他 3,955 6,728 5,563

   貸倒引当金 △443 △ 1,055 △ 1,124

   流動資産合計 164,445 58.8 149,272 49.7 150,646 50.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び 
    構築物

※２ 23,141 28,089 26,325

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

12,047 16,775 16,345

  ３ 工具・器具・ 
    備品

2,922 4,493 3,241

  ４ 土地 ※２ 16,136 17,492 17,326

  ５ 建設仮勘定 1,977 56,225 2,986 69,838 3,428 66,667

 (2) 無形固定資産

  １ のれん ― 16,441 16,565

  ２ その他 3,572 3,572 7,905 24,346 8,215 24,781

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 52,853 54,302 54,373

  ２ 長期貸付金 266 357 373

  ３ 繰延税金資産 ― 266 367

  ４ その他 2,558 2,556 2,618

    関係会社投資 
    損失引当金

△18 △ 18 △ 18

    貸倒引当金 △461 55,197 △ 407 57,056 △ 427 57,286

   固定資産合計 114,995 41.2 151,242 50.3 148,735 49.7

   資産合計 279,440 100.0 300,514 100.0 299,382 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

63,444 71,596 71,754

 ２ 短期借入金 ※２ 22,804 22,853 22,944

 ３ 一年以内返済 
   予定長期借入金

※２ 8,586 3,732 8,475

 ４ 未払法人税等 2,136 1,174 2,643

 ５ 繰延税金負債 ― 1 7

 ６ 役員賞与引当金 11 1 45

 ７ その他 13,795 16,619 16,030

   流動負債合計 110,779 39.6 115,979 38.6 121,901 40.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 22,914 26,229 22,591

 ２ 繰延税金負債 1,416 5,080 5,578

 ３ 退職給付引当金 9,585 8,375 8,964

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

651 286 706

 ５ 環境安全対策  
   引当金

125 125 125

 ６ 関係会社損失 
   引当金

99 86 86

 ７ その他 3,771 3,937 3,731

   固定負債合計 38,564 13.8 44,121 14.7 41,783 14.0

   負債合計 149,343 53.4 160,100 53.3 163,685 54.7



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 27,712 9.9 27,712 9.2 27,712 9.3

 ２ 資本剰余金 27,187 9.7 27,188 9.1 27,187 9.1

 ３ 利益剰余金 59,428 21.3 64,670 21.5 61,482 20.5

 ４ 自己株式 △131 △0.0 △184 △0.1 △ 161 △ 0.1

   株主資本合計 114,196 40.9 119,386 39.7 116,222 38.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

7,696 2.7 7,868 2.6 9,894 3.3

 ２ 繰延ヘッジ損益 △0 △0.0 1 0.0 2 0.0

 ３ 為替換算調整 
   勘定

1,275 0.5 6,016 2.0 3,476 1.2

   評価・換算差額 
   等合計

8,971 3.2 13,887 4.6 13,373 4.5

Ⅲ 少数株主持分 6,929 2.5 7,140 2.4 6,101 2.0

   純資産合計 130,096 46.6 140,414 46.7 135,696 45.3

   負債純資産合計 279,440 100.0 300,514 100.0 299,382 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 107,221 100.0 127,050 100.0 225,813 100.0

Ⅱ 売上原価 72,152 67.3 86,821 68.3 153,777 68.1

   売上総利益 35,069 32.7 40,229 31.7 72,035 31.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 役員従業員 
   給与手当

10,903 13,364 23,071

 ２ 退職給付費用 1,239 894 2,124

 ３ 減価償却費 1,167 1,532 2,179

 ４ 運賃・ 
   荷造保管料

3,603 3,800 7,381

 ５ 通信費・ 
   交通費

1,663 2,155 3,451

 ６ 研究開発費 3,379 4,042 7,056

 ７ その他の販売費 
   及び一般管理費

7,373 29,330 27.3 9,626 35,415 27.9 16,105 61,370 27.2

   営業利益 5,738 5.4 4,814 3.8 10,664 4.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13 31 30

 ２ 受取配当金 248 310 453

 ３ 固定資産貸与料 101 97 208

 ４ 持分法による 
   投資利益

2,069 2,187 3,412

 ５ その他の雑収入 265 2,697 2.5 424 3,051 2.4 590 4,695 2.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 271 476 654

 ２ たな卸資産 
   廃却損

169 84 536

 ３ 支払補償費 243 235 560

 ４ その他の雑支出 570 1,255 1.2 564 1,361 1.1 1,321 3,072 1.4

   経常利益 7,180 6.7 6,504 5.1 12,287 5.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 13 3 134

 ２ 貸倒引当金 
   戻入額

37 66 61

 ３ 投資有価証券 
   売却益

1,542 1 1,718

 ４ 事業譲渡益 ― 678 ―

 ５ その他の 
   特別利益

16 1,609 1.5 7 756 0.6 74 1,989 0.9



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却 
   及び廃却損

※２ 62 174 206

 ２ 減損損失 ※３ 188 90 204

 ３ 投資有価証券 
   売却損

30 ― 32

 ４ 投資有価証券 
   評価損

2 2 15

 ５ 関係会社株式 
   評価損

― 9 ―

 ６ ゴルフ会員権 
   評価損

0 0 0

 ７ 関係会社損失 
   引当金繰入額

91 ― 86

 ８ その他の 
   特別損失

48 424 0.4 6 282 0.2 167 714 0.3

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

8,365 7.8 6,978 5.5 13,562 6.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,089 1,089 4,216

   法人税等調整額 1,190 3,280 3.0 1,040 2,130 1.7 1,014 5,231 2.3

   少数株主利益 (減算)595 0.6 (減算)467 0.4 (減算)859 0.4

   中間(当期) 
   純利益

4,490 4.2 4,380 3.4 7,472 3.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

   
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 27,712 27,186 55,879 △118 110,659

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― △927 ― △927

 役員賞与(注) ― ― △12 ― △12

 中間純利益 ― ― 4,490 ― 4,490

 自己株式の取得 ― ― ― △14 △14

 自己株式の処分 ― 0 ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 3,549 △13 3,536

平成18年９月30日残高(百万円) 27,712 27,187 59,428 △131 114,196

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 9,163 ― 1,212 10,376 6,711 127,747

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △927

 役員賞与(注) ― ― ― ― ― △12

 中間純利益 ― ― ― ― ― 4,490

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △14

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,467 △0 63 △1,405 217 △1,187

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,467 △0 63 △1,405 217 2,349

平成18年９月30日残高(百万円) 7,696 △0 1,275 8,971 6,929 130,096



 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 27,712 27,187 61,482 △161 116,222

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △1,192 ― △1,192

 中間純利益 ― ― 4,380 ― 4,380

 自己株式の取得 ― ― ― △24 △24

 自己株式の処分 ― 0 ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 3,187 △23 3,164

平成19年９月30日残高(百万円) 27,712 27,188 64,670 △184 119,386

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 9,894 2 3,476 13,373 6,101 135,696

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △1,192

 中間純利益 ― ― ― ― ― 4,380

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △24

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△2,025 △0 2,539 513 1,039 1,553

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2,025 △0 2,539 513 1,039 4,717

平成19年９月30日残高(百万円) 7,868 1 6,016 13,887 7,140 140,414



 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

   
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 27,712 27,186 55,879 △118 110,659

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当(注) ― ― △927 ― △927

 剰余金の配当 ― ― △927 ― △927

 役員賞与(注) ― ― △12 ― △12

 当期純利益 ― ― 7,472 ― 7,472

 自己株式の取得 ― ― ― △43 △43

 自己株式の処分 ― 0 ― 1 2

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額（純額）

― ― 0 ― 0

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 5,603 △42 5,562

平成19年３月31日残高(百万円) 27,712 27,187 61,482 △161 116,222

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 9,163 ― 1,212 10,376 6,711 127,747

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当(注) ― ― ― ― ― △927

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △927

 役員賞与(注) ― ― ― ― ― △12

 当期純利益 ― ― ― ― ― 7,472

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △43

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 2

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)

730 2 2,264 2,997 △610 2,386

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

730 2 2,264 2,997 △610 7,949

平成19年３月31日残高(百万円) 9,894 2 3,476 13,373 6,101 135,696



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

8,365 6,978 13,562

 ２ 減価償却費 2,902 3,804 6,201

 ３ 受取利息及び受取配当金 △ 261 △ 341 △ 483

 ４ 支払利息 271 476 654

 ５ 持分法による投資利益 △ 2,069 △ 2,187 △ 3,412

 ６ 有形固定資産除売却損益 49 170 71

 ７ 減損損失 188 90 204

 ８ 投資有価証券評価損・ 
   売却損益

△ 1,509 1 △ 1,670

 ９ 売上債権の増減額 △ 8,956 1,487 △ 14,010

 10 たな卸資産の増減額 △ 1,327 △ 1,205 △ 1,323

 11 仕入債務の増減額 8,742 △ 737 12,220

 12 その他 △ 909 △ 1,845 1,977

    小計 5,486 6,690 13,993

 13 利息及び配当金の受取額 673 687 1,432

 14 利息の支払額 △ 263 △ 411 △ 683

 15 法人税等の支払額 △ 2,254 △ 2,579 △ 4,034

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3,642 4,387 10,707

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産 
   の取得による支出

△ 2,750 △ 4,976 △ 8,613

 ２ 有形固定資産 
   の売却による収入

65 72 249

 ３ 投資有価証券 
   の取得による支出

△ 1,441 △ 161 △ 1,945

 ４ 投資有価証券 
   の売却による収入

2,440 11 2,705

 ５ 新規連結子会社の 
   の取得による支出

― ― △ 30,643

 ６ その他 △ 195 107 △ 803

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 1,882 △ 4,947 △ 39,050



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 10,768 △ 205 10,669

 ２ 長期借入金による収入 14,100 7,000 14,400

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△ 1,216 △ 8,229 △ 2,360

 ４ 配当金の支払額 △ 927 △ 1,192 △ 1,855

 ５ 少数株主への 
   配当金の支払額

△ 395 △ 134 △ 395

 ６ その他 △ 12 144 △ 41

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

22,317 △ 2,616 20,417

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

3 86 62

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額

24,080 △ 3,090 △ 7,863

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  期首残高

30,939 23,076 30,939

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高

55,020 19,986 23,076



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

以下、対象期間(年度)について特に断りのない限り、記載事項は前中間連結会計期間、当中間連結会計

期間及び前連結会計年度において共通の事項であります。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

前中間連結会計期間 

子会社51社のうち34社を連結の範囲に含めております。主要な連結子会社名は、日本ペイント販売

㈱、大和塗料販売㈱、日本ペイント工業用コーティング㈱、エーエスペイント㈱、NIPPON PAINT

(USA)INC.、NPA COATINGS INC.です。 

子会社のうち弘中商事㈱ほか16社は、連結の範囲に含まれておりません。非連結子会社17社はいずれ

も小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純利益及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

当中間連結会計期間 

子会社57社のうち41社を連結の範囲に含めております。主要な連結子会社名は、日本ペイント販売

㈱、大和塗料販売㈱、日本ペイント工業用コーティング㈱、エーエスペイント㈱、日本ビー・ケミカ

ル㈱、NIPPON PAINT(USA)INC.、NPA COATINGS INC.です。 

エヌ・ビー・ホールディングス㈲は、平成19年７月１日付で日本ビー・ケミカル㈱を存続会社として

吸収合併いたしました。 

日本ペイント㈱は、平成19年９月１日付でNIPPON PAINT (SHANGHAI) RESEARCH & DEVELOPMENT CO.,

LTD.を連結子会社として設立いたしました。 

日本ビー・ケミカル㈱は、平成19年６月21日付でBNB COATINGS INDIA LIMITEDを連結子会社として設

立いたしました。 

子会社のうち弘中商事㈱ほか15社は、連結の範囲に含まれておりません。非連結子会社16社はいずれ

も小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純利益及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

前連結会計年度 

子会社57社のうち40社を連結の範囲に含めております。主要な連結子会社名は、日本ペイント販売

㈱、大和塗料販売㈱、日本ペイント工業用コーティング㈱、エーエスペイント㈱、NIPPON PAINT 

(USA) INC.、NPA COATINGS INC.です。 

日本ペイント㈱は、NIPPON PAINT (THAILAND) CO., LTD.の株式を追加取得、また、エヌ・ビー・ホ

ールディングス㈲の株式を取得し、連結子会社といたしました。なお、エヌ・ビー・ホールディング

ス㈲は、平成19年７月１日付で日本ビー・ケミカル㈱を存続会社として吸収合併を予定しておりま

す。 

MORTON NIPPON COATINGSは、当社が株式を100％取得したBEE CHEMICAL COMPANYと同日付で合併し、

商号をNB COATINGS, INC.と変更いたしました。また、NB COATINGS, INC.は、NB COATINGS CANADA, 

INC.、NB COATINGS DE MEXICO SDERL DE CV、NB COATINGS USA, LLCを連結子会社として設立いたし

ました。 

子会社のうち弘中商事㈱ほか16社は、連結の範囲に含まれておりません。非連結子会社17社は、いず

れも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金(持分に見合う額)等はい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

前中間連結会計期間 

非連結子会社17社及び関連会社24社のうち、関連会社19社(㈱エコシステムズ、NIPPON PAINT

(SINGAPORE)CO., PTE., LTD.ほか17社)に対する投資について持分法を適用しております。 

日本ペイント㈱は、NIPPON PAINT (INDIA) PTE., LTD.を持分法適用関連会社として設立いたしまし

た。 

また、非連結子会社の弘中商事㈱ほか16社及び関連会社のうち㈱タイヨーマリビスほか４社は持分法

を適用しておりません。 

持分法を適用していない非連結子会社17社及び関連会社５社は、中間純利益及び利益剰余金(持分に



見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

当中間連結会計期間 

非連結子会社16社及び関連会社23社のうち、関連会社18社(㈱エコシステムズ、NIPPON PAINT

(SINGAPORE)CO., PTE., LTD.ほか16社)に対する投資について持分法を適用しております。 

NIPPON PAINT (THAILAND) CO., LTD.は、平成19年４月１日付でNPT MARKETING CO., LTD.を持分法適

用関連会社といたしました。 

また、非連結子会社の弘中商事㈱ほか15社及び関連会社のうち㈱タイヨーマリビスほか４社は持分法

を適用しておりません。 

持分法を適用していない非連結子会社16社及び関連会社５社は、中間純利益及び利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

前連結会計年度 

非連結子会社17社および関連会社22社のうち、関連会社17社(㈱エコシステムズ、NIPPON PAINT

(SINGAPORE) CO., PTE., LTD.ほか15社)に対する投資について持分法を適用しております。 

日本ペイント㈱は、NIPPON PAINT (INDIA) PTE., LTD.を持分法適用関連会社といたしました。 

また、非連結子会社の弘中商事㈱ほか16社および関連会社のうち㈱タイヨーマリビスほか４社は持分

法を適用しておりません。持分法を適用していない非連結子会社17社および関連会社５社は、当期純

利益および利益剰余金(持分に見合う額)等におよぼす影響が軽微であり、かつ全体としても連結財務

諸表に重要な影響をおよぼしておりません。 

  

３ 連結子会社の中間決算日(決算日)等に関する事項 

前中間連結会計期間 

連結子会社のうちNIPPON PAINT(USA)INC.ほか19社の中間決算日は６月30日であります。中間連結財

務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行っております。 

当中間連結会計期間 

連結子会社のうちNIPPON PAINT(USA)INC.ほか26社の中間決算日は６月30日であります。中間連結財

務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行っております。 

前連結会計年度 

連結子会社のうちNIPPON PAINT(USA)INC.ほか25社の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の

作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

前中間連結会計期間 

その他有価証券 

 時価のあるもの……中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 

 により算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 



当中間連結会計期間 

その他有価証券 

 時価のあるもの……中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 

 により算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

前連結会計年度 

その他有価証券 

 時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 

 により算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

主として移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は、定率法。但し平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を

除く。)については定額法によっており、在外連結子会社は定額法によっております。なお、主な

耐用年数は、建物及び構築物が３～50年、機械装置及び運搬具が３～９年、工具・器具・備品が２

～20年であります。 

② 無形固定資産 

前中間連結会計期間 

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

当中間連結会計期間 

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。また、海外で計上している販売・技術ノウハウに関する無形固定資産につ

いては、利用可能期間に応じて10年から20年の定額法によっております。 

前連結会計年度 

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。また、海外で計上している販売・技術ノウハウに関する無形固定資産につ

いては、利用可能期間に応じて10年から20年の定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 関係会社投資損失引当金 

関係会社に対する投資の損失に備えるため、財政状態等を勘案し、必要と認めた額を計上しており

ます。 

③ 役員賞与引当金 

前中間連結会計期間 

役員の賞与支給に備えて、支給見込み額のうち当中間連結会計期間分を計上しております。 

当中間連結会計期間 

役員の賞与支給に備えて、支給見込み額のうち当中間連結会計期間分を計上しております。 

前連結会計年度 

役員の賞与支給に備えて、支給見込額のうち当連結会計年度分を計上しております。 



④ 退職給付引当金 

前中間連結会計期間 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、厚生年金

基金代行部分の返上を行なってきたことにより、当中間連結会計期間の未償却残高は8,365百万円

となりました。また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。

当中間連結会計期間 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、過年度の

厚生年金基金代行部分の返上に伴い当中間連結会計期間の未償却残高は7,379百万円となりまし

た。また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により費用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。 

前連結会計年度 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会

計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、過年度の厚生年金

基金代行部分の返上に伴い当連結会計年度の未償却残高は7,872百万円となりました。また、過去

勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費

用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

⑥ 環境安全対策引当金 

前中間連結会計期間 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的に

見積もることができる処理費用については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる金額を計上し

ております。 

当中間連結会計期間 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的に

見積もることができる処理費用については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる金額を計上し

ております。 

前連結会計年度 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、期末においてその金額を合理的に見積も

ることができる処理費用については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる金額を計上しており

ます。 

⑦ 関係会社損失引当金 

関係会社に対する将来の損失に備えるため、損失見積額を計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 



(5) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約の付され

ている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。また、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップ取引については特例処理を行っております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務を対象として為替予約取引を行い、借入金利息を対象として金利スワップ取引

を行っております。 

ヘッジ方針 

為替リスクを軽減するため及び借入金利息金額を固定するため、実需の範囲内でヘッジ取引を行な

っております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段およびヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時およびその後も

継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが出来るた

め、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

(6) その他中間連結財務諸表(連結財務諸表)作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

② 中間連結会計期間にかかる納付税額および法人税等調整額 

前中間連結会計期間 

中間連結会計期間にかかる納付税額および法人税等調整額は、連結会計年度において予定している

圧縮積立金、特別償却準備金、その他租税特別措置法上の諸準備金の積立ておよび取崩しを前提と

して、中間連結会計期間にかかる金額を計算しています。 

当中間連結会計期間 

中間連結会計期間にかかる納付税額および法人税等調整額は、連結会計年度において予定している

圧縮積立金、特別償却準備金、その他租税特別措置法上の諸準備金の積立ておよび取崩しを前提と

して、中間連結会計期間にかかる金額を計算しています。 

前連結会計年度 

記載すべき事項はありません。 

  

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

前中間連結会計期間 

記載すべき事項はありません。 

当中間連結会計期間 

連結子会社の資産および負債の評価方法は全面時価評価法によっております。 

前連結会計年度 

連結子会社の資産および負債の評価方法は全面時価評価法によっております。 

  

６ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

前中間連結会計期間 

記載すべき事項はありません。 

当中間連結会計期間 

のれんの償却については、20年以内の均等償却を行うことにしており、重要性がない場合は発生年度

に全額償却することとしております。なお、海外で発生したのれんについては償却しておりません。

前連結会計年度 

のれんの償却については、20年以内の均等償却を行うことにしており、重要性がない場合は発生年度

に全額償却することとしております。なお、海外で発生したのれんについては償却しておりません。

  

７ 中間連結キャッシュ・フロー計算書(連結キャッシュ・フロー計算書)における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書(連結キャッシュ・フロー計算書)における資金(現金及び現金同等



物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

８ その他中間連結財務諸表(連結財務諸表)作成のための基本となる重要な事項 

記載すべき事項はありません。 

  



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を当中間連結会計期間から適用して

おります。  

 従来の資本の部の合計に相当する金額は123,167百万円であります。  

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

(役員賞与に関する会計基準) 

役員賞与については、従来は利益処分により利益剰余金の減少として会計処理しておりましたが、当

中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。この変更の損益に与える影響は軽微であります。 

当中間連結会計期間 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号)および(法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号))に伴い、当中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。これによる損益およびセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

前連結会計年度 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を当連結会計年度から適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は129,593百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度末における連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

(役員賞与に関する会計基準) 

役員賞与については、従来は利益処分により利益剰余金の減少として会計処理しておりましたが、当

連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。この変更の損益およびセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

(企業結合会計に係る会計基準) 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）および「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業

会計基準適用指針第10号）を当連結会計年度から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  



追加情報 

記載すべき事項はありません。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 
  

※２ 担保に供している資産 

 
  

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次の通り保証を行っております。 

 
(注) 平成19年４月１日付で㈱アキハンと加藤塗料㈱は合併してサンリード東北㈱となりました。 

  

 ４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）が銀行休業日のため、中間連結会計期間末（連結

会計年度末）残高には当該満期日の金額が次の通り含まれております。 

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

102,050百万円 106,759百万円 105,936百万円

(担保提供資産) 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

建物及び構築物 245百万円 9百万円 187百万円

土地 142百万円 589百万円 385百万円

計 387百万円 598百万円 573百万円

(担保債務)

短期借入金 44百万円 302百万円 371百万円

一年以内返済予定 
長期借入金

5百万円 ―百万円 ―百万円

計 49百万円 302百万円 371百万円

会社名 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

㈱アキハン 42百万円 ―百万円 78百万円

加藤塗料㈱ ―百万円 ―百万円 60百万円

サンリード東北㈱ ―百万円 71百万円 ―百万円

㈱やすもと 112百万円 128百万円 153百万円

エーエス㈱ 350百万円 318百万円 335百万円

NIPPON PAINT 
PHILIPPINES,INC.

61百万円 ―百万円 ―百万円

AKZO NOBEL 
NIPPON PAINT GMBH

299百万円 245百万円 314百万円

計 867百万円 763百万円 941百万円

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

受取手形 4,484百万円 4,851百万円 5,308百万円

売掛金 

（満期日現金決済分）
1,362百万円 1,732百万円 1,703百万円

支払手形 3,654百万円 4,148百万円 4,385百万円

買掛金 

（満期日現金決済分）
3,656百万円 3,745百万円 4,543百万円



(中間連結損益計算書関係) 

※１ 固定資産売却益の主な内訳 

 
  

※２ 固定資産売却及び廃却損のうち、売却損の主な内訳 

 
  

※３ 減損損失 

前中間連結会計期間 

当社グループは主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊

休資産にグルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 
遊休状態になったことにより将来キャッシュ・フローの見積り総額が帳簿価額を下回るため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（188百万円）として特別損失に計上しており

ます。その内訳は、建物（82百万円）、機械装置（79百万円）及びその他（27百万円）であります。

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しており、国内子会社の遊休資産の正味売却

価額については、売買契約に基づく売却予定額等によっておりますが、当社の遊休設備については、

他への転用や売却が困難であることから正味売却価額を零円としております。 

当中間連結会計期間 

当社グループは主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊

休資産にグルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  

 
遊休状態になったことにより割引前将来キャッシュ・フローの見積り総額が帳簿価額を下回るため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（90百万円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、建物（16百万円）、機械装置（27百万円）、土地（41百万円）及びその他

（4百万円）であります。 

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しており、奥州市の貸与事務所及び国内子会

社の遊休資産の正味売却価額については、不動産鑑定による評価額によっておりますが、当社の遊休

設備については、他への転用や売却が困難であることから正味売却価額を零円としております。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

土地 13百万円 ―百万円 134百万円

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

建物及び構築物 ―百万円 2百万円 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 4百万円 25百万円

土地 ―百万円 ―百万円 3百万円

場所 用途 種類

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休設備 建物及び機械装置他

岡山工場 
（岡山県勝央町）

遊休設備 機械装置

国内子会社 
（千葉県船橋市他）

遊休資産 機械装置他

場所 用途 種類

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休設備 機械装置他

貸与事務所 
（岩手県奥州市）

遊休土地 土地

国内子会社 
（三重県津市）

遊休資産 土地および建物



 前連結会計年度 

当社グループは主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊

休資産にグルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 
遊休状態になったことにより将来キャッシュ・フローの見積総額が帳簿価額を下回るため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（204百万円）として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、建物（95百万円）、機械装置（80百万円）およびその他（29百万円）であります。

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しており、国内子会社の遊休資産の正味売却

価額については、売却契約に基づく売却予定価額等によっておりますが、当社の遊休設備について

は、他への転用や売却が困難であることから正味販売価額を零円としております。 

  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式および自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   25,505株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少   2,923株 

  
２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

場所 用途 種類

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休資産 建物および機械装置他

岡山工場 
（岡山県勝央町）

遊休資産 機械装置

国内子会社 
（埼玉県上尾市）

遊休資産 建物他

国内子会社 
（千葉県船橋市他）

遊休資産 機械装置他

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式

普通株式(株) 265,402,443 ― ― 265,402,443

自己株式

普通株式(株) 338,433 25,505 2,923 361,015

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 927 3.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 927 3.50 平成18年９月30日 平成18年11月28日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式および自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   39,134株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少   3,117株 

  
２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式

普通株式(株) 265,402,443 ― ― 265,402,443

自己株式

普通株式(株) 406,260 39,134 3,117 442,277

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,192 4.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月７日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,059 4.00 平成19年９月30日 平成19年11月27日



前当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式および自己株式に関する事項 
  

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   72,426株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少   4,599株 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている

科目の金額の関係 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式(株) 265,402,443 ― ― 265,402,443

自己株式

普通株式(株) 338,433 72,426 4,599 406,260

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 927 3.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 927 3.50 平成18年９月30日 平成18年11月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,192 4.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 55,020百万円 19,986百万円 23,076百万円

現金及び現金同等物 55,020百万円 19,986百万円 23,076百万円



(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

   

 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

 
なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定

資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び運搬具 1,287 728 559 1,250 707 543 1,070 645 424

工具・器具・備品 2,608 1,422 1,186 1,994 1,029 964 2,133 1,067 1,066

合計 3,896 2,150 1,746 3,245 1,737 1,508 3,203 1,712 1,490

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１年内 636百万円 602百万円 564百万円

１年超 1,109百万円 906百万円 926百万円

合計 1,746百万円 1,508百万円 1,490百万円

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

支払リース料 406百万円 324百万円 574百万円

減価償却費相当額 406百万円 324百万円 574百万円

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１年内 427百万円 386百万円 454百万円

１年超 1,490百万円 1,493百万円 1,664百万円

合計 1,917百万円 1,879百万円 2,119百万円



(有価証券関係) 

１ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 
② 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

２ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 
② 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

３ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 
② 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年

３月31日) 

① 取引の状況に関する事項 

 当社の連結子会社は、実需に裏打ちされた外貨建金銭債権債務の残高の範囲内で先物為替予約取

引を行っております。その目的は将来の為替レートの変動リスクを回避するためであります。  

 先物為替予約取引の相手方はいずれも信用度の高い国内の銀行であり、リスクはほとんどないも

のと認識しております。また、その取引は社内経理規定に基づき行われており、取引の結果は３ヶ

月ごとに取締役会に報告しております。  

 なお、先物為替予約取引の全ては外貨建金銭債権債務に振り当てたことにより、当該外貨建金銭

債権債務の換算を通じて財務諸表に計上されており、時価等の開示の対象になるものはありませ

ん。  

 また、当社の連結子会社が行っている金利スワップ取引については、金利リスク軽減の目的で行

取得原価
中間連結貸借対照表

計上額
差額

 株式 16,389百万円 29,101百万円 12,712百万円

 非上場株式 532百万円

 投資事業有限責任組合への出資 98百万円

取得原価
中間連結貸借対照表

計上額
差額

 株式 16,402百万円 28,422百万円 12,019百万円

 非上場株式 511百万円

 投資事業有限責任組合への出資 99百万円

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

 株式 16,394百万円 31,544百万円 15,149百万円

 非上場株式 515百万円

 投資事業有限責任組合への出資 97百万円



っており、取引は信用度の高い国内の都市銀行を相手方としており、信用リスクはほとんどありま

せん。 

② 取引の時価等に関する事項 

 為替予約取引及び金利スワップ取引については、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、

注記の対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

記載すべき事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分の方法は、内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

  塗料事業……自動車用塗料、汎用塗料、工業用塗料、その他の塗料、塗装設備・施工工事 他 

  ファインケミカル事業……表面処理剤、接着剤、フォトレジスト、血清分離ポリマー、 

              液晶表示装置用カラーフィルター材料、印刷版材 他 

塗料事業 
(百万円)

ファインケ
ミカル事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 101,439 5,781 107,221 ― 107,221

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 101,439 5,781 107,221 ― 107,221

営業費用 96,422 5,060 101,482 ― 101,482

営業利益 5,017 721 5,738 ― 5,738

塗料事業 
(百万円)

ファインケ
ミカル事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 121,369 5,681 127,050 ― 127,050

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 121,369 5,681 127,050 ― 127,050

営業費用 117,108 5,128 122,236 ― 122,236

営業利益 4,261 552 4,814 ― 4,814

塗料事業 
(百万円)

ファインケ
ミカル事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 213,920 11,893 225,813 ― 225,813

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 213,920 11,893 225,813 ― 225,813

営業費用 204,736 10,412 215,148 ― 215,148

営業利益 9,183 1,481 10,664 ― 10,664



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分の方法 

  地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

  アジア：中国および東南アジア諸国 

  北 米：米国他 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分の方法 

  地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

  アジア：中国および東南アジア諸国 

  北 米：米国他 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去または
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 100,110 11,582 13,889 1,468 127,050 ― 127,050

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

4,273 772 384 6 5,437 (5,437) ―

計 104,383 12,355 14,274 1,475 132,488 (5,437) 127,050

営業費用 100,238 11,421 14,427 1,557 127,644 (5,407) 122,236

営業利益(または営業損失) 4,144 933 △ 153 △ 82 4,843 (29) 4,814

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去または
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 203,148 7,294 13,046 2,323 225,813 ― 225,813

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

6,128 ― 538 31 6,698 (6,698) ―

計 209,277 7,294 13,584 2,354 232,511 (6,698) 225,813

営業費用 198,215 6,704 14,190 2,715 221,826 (6,678) 215,148

営業利益(または営業損失) 11,061 589 △ 605 △ 360 10,684 (19) 10,664



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

  アジア：中国及び東南アジア諸国 

  北 米：米国 

  欧 州：ヨーロッパ諸国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 北米 欧州 計

海外売上高(百万円) 8,772 4,778 1,611 15,162

連結売上高(百万円) 107,221

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

8.2 4.5 1.5 14.1

アジア 北米 欧州 計

海外売上高(百万円) 17,508 13,641 2,166 33,316

連結売上高(百万円) 127,050

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

13.8 10.7 1.7 26.2

アジア 北米 欧州 計

海外売上高(百万円) 18,715 13,060 3,590 35,367

連結売上高(百万円) 225,813

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

8.3 5.8 1.6 15.7



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

   該当事項はありません。  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

Bee Chemical Companyの株式取得について 

１ 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、取得

した議決権比率 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 

Bee Chemical Company 

北米地域における自動車用プラスチック塗料の製造・販売およびこれらに関する一切の事業 

② 企業結合を行った理由 

 当社は、2010年に向けた長期経営計画において、自動車塗料事業を「コア事業」と明確に位置づ

け、その強化拡大をグローバルベースで企図しております。とりわけ、日系自動車顧客における北

米市場の重要性に鑑み、当社北米拠点の対応力強化と生産能力の増強が急務となっております。更

に、今後の自動車設計におけるプラスチック素材のより広範な採用ならびに鋼板／プラスチック共

用塗料のニーズ増大が予想されるなか、プラスチック用塗料技術のさらなる強化と活動の自由度を

希求してまいりました。 

 当社は、Bee Chemical Companyを完全子会社とすることにより北米での日系顧客のみならずロー

カル顧客とのビジネスも可能となります。また、今回の取引により入手する塗料工場は、広大な土

地と最新鋭設備を有しており、当社の北米自動車長期戦略における生産能力の拡充に寄与するもの

であり、この意味でもこの取引は当社にとり極めて意義深いものであります。 

③ 企業結合日 

平成18年10月２日 

④ 企業結合の法的形式 

株式取得 

⑤ 取得した議決権比率 

100％ 

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成18年12月31日 

３ 被取得企業の取得原価 

15,551百万円（取得に直接要した費用 487百万円を含む） 

４ 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法、償却期間 

① のれんの金額 

4,904百万円 

② 発生原因 

企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

③ 償却方法及び償却期間 

のれんは償却しません。 

５ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額、並びにその内訳 

① 資産の額 

 
② 負債の額 

流動資産 6,154百万円

固定資産 8,689百万円

合計 14,843百万円

流動負債 1,509百万円

固定負債 2,688百万円

合計 4,197百万円
 



(１株当たり情報) 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

２ 算定上の基礎 

  (1) １株当たり純資産額 

 
  

  (2) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 464.71円 503.00円 489.05円

１株当たり中間 
(当期)純利益

16.94円 16.53円 28.19円

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表
の純資産の部の合計
額

130,096百万円 140,414百万円 135,696百万円

普通株式に係る 
純資産額

123,167百万円 133,273百万円 129,595百万円

差額の主な内訳 
 少数株主持分 6,929百万円 7,140百万円 6,101百万円

普通株式の 
発行済株式数

265,402千株 265,402千株 265,402千株

普通株式の 
自己株式数

361千株 442千株 406千株

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数

265,041千株 264,960千株 264,996千株

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 4,490百万円 4,380百万円 7,472百万円

普通株主に帰属しな 
い金額

―百万円 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る中間 
(当期)純利益

4,490百万円 4,380百万円 7,472百万円

普通株式の 
期中平均株式数

265,051千株 264,974千株 265,032千株



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

日本ビー・ケミカル㈱ならびにBee Chemical Companyの完全子会社化について 

当社は平成18年８月７日開催の取締役会において 

①Bee Chemical Company（“Bee”）の完全子会社であるエヌ・ビー・ホールディング有限会 

  社（“NBH”）の発行済株式の全てを取得し、NBHと当社が50%ずつを保有している日本ビ 

  ー・ケミカル株式会社（“NBC”）を完全子会社化すること 

②その後、当社の米国における完全子会社であるNippon Paint（USA）Inc.（“NPU”）を通じ 

  てBeeの全株式を取得し、同社を完全子会社化すること 

の２点を決議し、同日に株式譲渡契約を締結いたしました。 

１ 買収の目的 

当社は、2010年に向けた長期経営計画において、自動車塗料事業を「コア事業」と明確に位置づ

け、その強化拡大をグローバルベースで企図しております。とりわけ、日系自動車顧客における北

米市場の重要性に鑑み、当社北米拠点の対応力強化と生産能力の増強が急務となっております。更

に、今後の自動車設計におけるプラスチック素材のより広範な採用ならびに鋼板／プラスチック共

用塗料のニーズ増大が予想されるなか、プラスチック用塗料技術の更なる強化と活動の自由度を希

求してまいりました。 

当社は、このたびの一連の取引により、NBCの完全子会社化を達成し、独自の方針による展開が

可能となるとともに、Beeを完全子会社とすることにより、北米での日系顧客のみならずローカル

顧客とのビジネスも可能となります。また、今回の取引により入手するBeeの塗料工場は、広大な

土地と最新鋭設備を有しており、当社の北米自動車長期戦略における生産能力の拡充に寄与するも

のであり、この意味でも、今回の一連の取引は当社にとり極めて意義深いものであります。 

２ 買収した会社 

本件実行により、Beeが新たに当社の子会社となりました。また、NBCに関しましては、当社の実

質所有割合が50%から100%に引き上げられました。 

買収した会社 完全子会社化した会社

商号 Bee Chemical Company 日本ビー・ケミカル株式会社

所在地 米国イリノイ州Lansing 大阪府枚方市

資本金 23,182ドル 3億6千万円

主な事業

北米地域における自動車用プラスチック

塗料の製造・販売およびこれらに関する

一切の事業

プラスチック用塗料・真空蒸着用塗料の

製造・販売およびこれらに関する一切の

事業

売上高 15,015百万円（2005年12月期） 20,028百万円（2006年3月期）



３ 本件の概要 

 
＊ Bee Chemical Companyは、株式取得日付で商号をNB Coatings Inc.と変更いたしました。 

＊＊別途競合避止に係る対価４百万ドルを支払ったほか、株式取得日現在の運転資産の状況により、上記取

  得価額の調整が生じます。 

４ 買収資金の調達方法 

シンジケート・ローンによる調達や銀行借入に加え、一部自己資金を充当いたしました。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

買収した会社 完全子会社化した会社

＊Bee Chemical Company 日本ビー・ケミカル株式会社

取得株式数 23,182株 360,000株

＊＊取得価額 106百万ドル 120百万ドル

異動後の持分比率 100％ 100％

売主 Rohm and Haas Equity Corporation Bee Chemical Company

株式取得日 2006年10月２日 同左



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 27,142 7,621 8,570

 ２ 受取手形 3,914 4,429 4,544

 ３ 売掛金 58,185 61,229 61,795

 ４ たな卸資産 7,612 8,318 7,601

 ５ その他 5,109 7,759 4,412

  流動資産合計 101,964 50.1 89,358 42.5 86,924 41.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 14,031 14,126 13,768

  ２ 機械及び装置 8,644 7,821 8,505

  ３ 土地 8,113 7,783 8,361

  ４ その他 ※２ 4,558 5,678 5,097

  有形固定資産合計 35,348 35,410 35,732

 (2) 無形固定資産 3,284 3,157 3,421

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 63,712 82,822 85,248

  ２ その他 1,452 1,447 1,566

  関係会社投資損失 
  引当金

△2,000 △2,000 △2,000

  貸倒引当金 △187 △83 △83

  投資その他の 
  資産合計

62,977 82,187 84,732

  固定資産合計 101,611 49.9 120,755 57.5 123,885 58.8

   資産合計 203,575 100.0 210,114 100.0 210,810 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 10,860 11,699 11,221

 ２ 買掛金 32,849 36,522 35,956

 ３ 短期借入金 11,200 11,200 11,200

 ４ 一年以内返済 
   予定長期借入金

7,000 3,000 7,000

 ５ 未払法人税等 910 177 895

 ６ その他 7,961 9,179 8,200

  流動負債合計 70,783 34.7 71,778 34.2 74,474 35.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 20,000 24,000 20,000

 ２ 退職給付引当金 7,406 6,589 6,807

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

288 ― 330

 ４ 環境安全対策 
   引当金

118 118 118

 ５ その他 2,252 2,754 3,285

  固定負債合計 30,066 14.8 33,462 15.9 30,541 14.5

   負債合計 100,849 49.5 105,241 50.1 105,015 49.8



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 27,712 13.6 27,712 13.2 27,712 13.2

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 27,185 27,185 27,185

  ２ その他資本 
    剰余金

1 2 2

   資本剰余金合計 27,187 13.4 27,188 12.9 27,187 12.9

 (3) 利益剰余金

  １ 利益準備金 3,995 3,995 3,995

  ２ その他利益 
    剰余金

    特別償却 
    準備金

― 40 40

    固定資産圧縮 
    積立金

23 21 21

    別途積立金 31,776 33,992 31,776

    繰越利益 
    剰余金

4,942 4,926 6,108

   利益剰余金合計 40,738 20.0 42,976 20.5 41,942 19.9

 (4) 自己株式 △131 △0.1 △184 △0.1 △161 △0.1

   株主資本合計 95,506 46.9 97,692 46.5 96,681 45.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

7,219 7,180 9,112

   評価・換算差額 
   等合計

7,219 3.6 7,180 3.4 9,112 4.3

   純資産合計 102,725 50.5 104,872 49.9 105,794 50.2

   負債純資産合計 203,575 100.0 210,114 100.0 210,810 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 64,328 100.0 67,276 100.0 133,443 100.0

Ⅱ 売上原価 48,164 74.9 51,401 76.4 100,624 75.4

売上総利益 16,163 25.1 15,875 23.6 32,818 24.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

13,473 20.9 13,530 20.1 27,158 20.4

営業利益 2,689 4.2 2,345 3.5 5,659 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,512 2.3 2,176 3.2 2,857 2.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 699 1.1 858 1.3 1,686 1.2

経常利益 3,503 5.4 3,663 5.4 6,831 5.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 1,531 2.4 3 0.0 1,687 1.3

Ⅶ 特別損失 ※４ 906 1.4 776 1.1 1,262 1.0

税引前中間 
(当期)純利益

4,128 6.4 2,890 4.3 7,255 5.4

法人税、住民税 
及び事業税

929 252 1,699

法人税等調整額 1,095 2,024 3.1 411 664 1.0 1,321 3,020 2.2

中間(当期) 
純利益

2,103 3.3 2,226 3.3 4,235 3.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

   
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

資本剰余金合計
自己株式処分差益

平成18年３月31日残高(百万円) 27,712 27,185 1 27,186

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 27,712 27,185 1 27,187

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,995 25 31,776 3,764 39,561 △118 94,342

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― △927 △927 ― △927

 中間純利益 ― ― ― 2,103 2,103 ― 2,103

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― △ 1 ― 1 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 14 △ 14

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △1 ― 1,177 1,176 △13 1,163

平成18年９月30日残高(百万円) 3,995 23 31,776 4,942 40,738 △131 95,506

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,588 8,588 102,930

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― △927

 中間純利益 ― ― 2,103

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― △ 14

 自己株式の処分 ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,369 △1,369 △1,369

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,369 △1,369 △205

平成18年９月30日残高(百万円) 7,219 7,219 102,725



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

   
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 27,712 27,185 2 27,187

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ―

 別途積立金 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成19年９月30日残高(百万円) 27,712 27,185 2 27,188

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計特別償却 

準備金
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,995 40 21 31,776 6,108 41,942 △161 96,681

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △1,192 △1,192 ― △1,192

 中間純利益 ― ― ― ― 2,226 2,226 ― 2,226

 別途積立金 ― ― ― 2,216 △ 2,216 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △ 24 △ 24

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― 2,216 △1,182 1,033 △23 1,010

平成19年９月30日残高(百万円) 3,995 40 21 33,992 4,926 42,976 △184 97,692

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 9,112 9,112 105,794

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △1,192

 中間純利益 ― ― 2,226

 別途積立金 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― △ 24

 自己株式の処分 ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,932 △1,932 △1,932

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,932 △1,932 △921

平成19年９月30日残高(百万円) 7,180 7,180 104,872



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

資本剰余金合計
自己株式処分差益

平成18年３月31日残高(百万円) 27,712 27,185 1 27,186

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当(注) ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ―

 特別償却準備金 ― ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 27,712 27,185 2 27,187

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本合

計利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計特別償却 

準備金
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,995 ― 25 31,776 3,764 39,561 △118 94,342

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当(注) ― ― ― ― △927 △927 ― △927

 剰余金の配当 ― ― ― ― △927 △927 ― △927

 当期純利益 ― ― ― ― 4,235 4,235 ― 4,235

 特別償却準備金 ― 40 ― ― △ 40 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― △3 ― 3 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △ 43 △ 43

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 1 2

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 40 △3 ― 2,343 2,380 △42 2,339

平成19年３月31日残高(百万円) 3,995 40 21 31,776 6,108 41,942 △161 96,681

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,588 8,588 102,930

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当(注) ― ― △927

 剰余金の配当 ― ― △927

 当期純利益 ― ― 4,235

 特別償却準備金 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― △ 43

 自己株式の処分 ― ― 2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

524 524 524

事業年度中の変動額合計(百万円) 524 524 2,863

平成19年３月31日残高(百万円) 9,112 9,112 105,794



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

以下、対象期間(年度)について特に断りのない限り、記載事項は前中間会計期間、当中間会計期間及び

前事業年度において共通の事項であります。 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

前中間会計期間 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

 り算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

当中間会計期間 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

 時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

 り算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

前事業年度 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

 り算定しております。) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

移動平均法による原価法 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を

採用しております。なお、主な耐用年数は、建物が３～50年、機械及び装置が３～９年、工具・器

具・備品が２～20年であります。 

(2) 無形固定資産 

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

  



３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 関係会社投資損失引当金 

関係会社に対する投資の損失に備えるため、財政状態等を勘案し必要と認めた額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

前中間会計期間 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、厚生年金基

金代行部分の返上を行なってきたことにより、当中間会計期間の未償却残高は7,143百万円となりま

した。また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により費用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により翌期から費用処理しております。 

当中間会計期間 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、厚生年金基

金代行部分の返上を行なってきたことにより、当中間会計期間の未償却残高は6,301百万円となりま

した。また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により費用処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により翌期から費用処理しております。 

前事業年度 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しておりましたが、過年度の厚

生年金基金代行部分の返上に伴い当事業年度の未償却残高は6,722百万円となりました。また、過去

勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用

処理しており、数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により翌期から費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

前中間会計期間 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 

当中間会計期間 

該当事項はありません。 

前事業年度 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。 



(5) 環境安全対策引当金 

前中間会計期間 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的に見

積ることができる処理費用については、翌期以降に発生が見込まれる金額を計上しております。 

当中間会計期間 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的に見

積ることができる処理費用については、翌期以降に発生が見込まれる金額を計上しております。 

前事業年度 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、期末においてその金額を合理的に見積るこ

とができる処理費用については、翌期以降に発生が見込まれる金額を計上しております。 

  

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

５ その他中間財務諸表(財務諸表)作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

前中間会計期間、当中間会計期間 

税抜方式を採用しております。 

なお、仮受消費税等と仮払消費税等は相殺し、中間貸借対照表の流動負債のその他に含めて表示し

ております。 

前事業年度 

税抜方式を採用しております。 

(2) 中間会計期間にかかる納付税額および法人税等調整額 

前中間会計期間、当中間会計期間 

中間会計期間にかかる納付税額および法人税等調整額は、当事業年度において予定している圧縮積

立金、特別償却準備金、その他租税特別措置法上の諸準備金の積立ておよび取崩しを前提として、

中間会計期間にかかる金額を計算しています。 

前事業年度 

該当事項はありません。 

  

会計処理の変更 

前中間会計期間 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を当中間会計期間から適用しておりま

す。  

従来の資本の部の合計に相当する金額は102,725百万円であります。  

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間末における中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。   



当中間会計期間 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号)および(法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号))に伴い、当中間会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。これによる損益への影響は軽微であります。 

前事業年度 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を当事業年度から適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は105,794百万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度末における貸借対照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 
  

※２ 過年度に取得した資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は工具・器具・備品36百万円で 

   あり、取得価額よりこの額を控除しております。 

  

 ３ 保証債務 

(1) 関係会社における金融機関等からの借入金に対して、次の通り保証を行っております。 

 
  

(2) 関係会社の取引先に対する仕入債務につき、次の通り保証を行っております。 

 
  

 ４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日(当期末日)が銀行休業日のため、中間会計期間末(期末)残高には当該満期

日の金額が次の通り含まれております。 

 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

79,897百万円 79,850百万円 80,715百万円

会社名 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

日本ライナー㈱ ―百万円 100百万円 500百万円

NPA COATINGS INC. 2,086百万円 ―百万円 2,007百万円

NIPPON PAINT (USA) INC. ―百万円 2,159百万円 ―百万円

NIPPON PAINT (EUROPE) LIMITED 497百万円 234百万円 521百万円

NP AUTOMOTIVE 
COATINGS (EUROPE) 
LIMITED

1,825百万円 1,440百万円 1,611百万円

NIPPON PAINT  
PHILIPPINES,INC.

61百万円 ―百万円 ―百万円

AKZO NOBEL 
NIPPON PAINT GMBH

299百万円 245百万円 314百万円

計 4,768百万円 4,179百万円 4,955百万円

会社名 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

日本ライナー株式会社 3百万円 0百万円 19百万円

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

受取手形 544百万円 604百万円 750百万円

売掛金 

（満期日現金決済分）
7,902百万円 8,720百万円 9,371百万円

支払手形 2,011百万円 2,341百万円 2,574百万円

買掛金 

（満期日現金決済分）
3,272百万円 3,461百万円 3,370百万円



(中間損益計算書関係) 

※１ 営業外収益のうち、主なものは次の通りであります。 

 
  

※２ 営業外費用のうち、主なものは次の通りであります。 

 
  

※３ 特別利益のうち、主なものは次の通りであります。 

 
  

※４ 特別損失のうち、主なものは次の通りであります。 

 
  

 ５ 減価償却の実施額は、次の通りであります。 

 
  

 ６ 減損損失 

前中間会計期間末 

当社は主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊休資産に

グルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 
大阪市及び岡山県に所有する遊休設備につきましては、今後の使用見込みもないため、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（177百万円）として特別損失に計上して

おります。  

その内訳は、建物（82百万円）、機械装置（72百万円）及びその他（22百万円）であります。  

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しておりますが、今回減損損失を計上した遊

休設備については、他への転用や売却が困難であることから正味売却価額を零円としております。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

受取利息 1百万円 15百万円 52百万円

受取配当金 1,084百万円 1,635百万円 1,879百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

支払利息 78百万円 226百万円 284百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

投資有価証券売却益 1,530百万円 ―百万円 1,530百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

減損損失 177百万円 614百万円 177百万円

関係会社株式評価損 646百万円 ―百万円 904百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

有形固定資産 1,787百万円 1,827百万円 3,772百万円

無形固定資産 401百万円 486百万円 860百万円

場所 用途 種類

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休設備 建物及び機械装置他

岡山工場 
（岡山県勝央町）

遊休設備 機械装置



当中間会計期間末 

当社は主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊休資産に

グルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 
(貸与資産) 

売買契約が決議され、当該土地の売却予定価額が帳簿価額を下回るため、帳簿価額を売却予定価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（543百万円）として特別損失に計上しております。  

(遊休資産) 

遊休状態になったことにより割引前将来キャッシュ・フローの見積り総額が帳簿価額を下回るため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（70百万円）として特別損失に計上して

おります。  

その内訳は、機械装置（27百万円）、土地（35百万円）及びその他（7百万円）であります。  

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しており、奥州市の貸与事務所については不

動産鑑定による評価額によっておりますが、当社の遊休設備については、他への転用や売却が困難で

あることから正味売却価額を零円としております。 

前事業年度末 

当社は主として内部管理上採用している塗料事業、ファインケミカル事業、貸与資産及び遊休資産に

グルーピングし、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 
大阪市及び岡山県に所有する遊休設備につきましては、今後の使用見込みもないため、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（177百万円）として特別損失に計上して

おります。 

その内訳は、建物（82百万円）、機械装置（72百万円）及びその他（22百万円）であります。 

なお、回収可能価額については正味売却価額により測定しておりますが、今回減損損失を計上した遊

休設備については、他への転用や売却が困難であることから正味販売価額を零円としております。 

  

場所 場所 用途 種類

貸与資産
貸与事務所 

（大阪府吹田市）
遊休土地 土地

遊休資産

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休設備 機械装置他

貸与事務所 
（岩手県奥州市）

遊休土地 土地

場所 用途 種類

大阪工場 
（大阪市北区）

遊休設備 建物及び機械装置他

岡山工場 
（岡山県勝央町）

遊休設備 機械装置



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   25,505株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の売渡しによる減少   2,923株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   39,134株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の売渡しによる減少   3,117株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   72,426株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の売渡しによる減少   4,599株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 338,433 25,505 2,923 361,015

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 406,260 39,134 3,117 442,277

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 338,433 72,426 4,599 406,260



(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

   

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

 
(注) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間

期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 
  

３ 転貸リース取引 

未経過リース料 

 
(注) 受入額、支払額は同額であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産(その他) 2,022 1,228 793 1,353 744 609 1,294 646 647

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１年内 316百万円 265百万円 264百万円

１年超 476百万円 344百万円 383百万円

合計 793百万円 609百万円 647百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

支払リース料 176百万円 141百万円 266百万円

減価償却費相当額 176百万円 141百万円 266百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１年内 175百万円 166百万円 152百万円

１年超 477百万円 366百万円 446百万円

合計 652百万円 533百万円 599百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１年内 22百万円 22百万円 22百万円

１年超 39百万円 16百万円 28百万円

合計 61百万円 39百万円 50百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

２ 算定上の基礎 

  (1) １株当たり純資産額 

 
  

  (2) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 387.58円 395.81円 399.23円

１株当たり中間 
(当期)純利益

7.94円 8.40円 15.98円

前中間会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間会計期間末
（平成19年９月30日)

前事業年度末
（平成19年３月31日)

中間貸借対照表の 
純資産の部の合計額

102,725百万円 104,872百万円 105,794百万円

普通株式に係る純資
産額

102,725百万円 104,872百万円 105,794百万円

普通株式の 
発行済株式数

265,402千株 265,402千株 265,402千株

普通株式の 
自己株式

361千株 442千株 406千株

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数

265,041千株 264,960千株 264,996千株

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 2,103百万円 2,226百万円 4,235百万円

普通株式に係る中間 
(当期)純利益

2,103百万円 2,226百万円 4,235百万円

普通株式の 
期中平均株式数

265,051千株 264,974千株 265,032千株



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

日本ビー・ケミカル㈱ならびにBee Chemical Companyの完全子会社化について 

当社は平成18年８月７日開催の取締役会において 

①Bee Chemical Company（“Bee”）の完全子会社であるエヌ・ビー・ホールディング有限会 

  社（“NBH”）の発行済株式の全てを取得し、NBHと当社が50%ずつを保有している日本ビ 

  ー・ケミカル株式会社（“NBC”）を完全子会社化すること 

②その後、当社の米国における完全子会社であるNippon Paint（USA）Inc.（“NPU”）を通じ 

  てBeeの全株式を取得し、同社を完全子会社化すること 

の２点を決議し、同日に株式譲渡契約を締結いたしました。 

１ 買収の目的 

当社は、2010年に向けた長期経営計画において、自動車塗料事業を「コア事業」と明確に位置づ

け、その強化拡大をグローバルベースで企図しております。とりわけ、日系自動車顧客における北

米市場の重要性に鑑み、当社北米拠点の対応力強化と生産能力の増強が急務となっております。更

に、今後の自動車設計におけるプラスチック素材のより広範な採用ならびに鋼板／プラスチック共

用塗料のニーズ増大が予想されるなか、プラスチック用塗料技術の更なる強化と活動の自由度を希

求してまいりました。 

当社は、このたびの一連の取引により、NBCの完全子会社化を達成し、独自の方針による展開が

可能となるとともに、Beeを完全子会社とすることにより、北米での日系顧客のみならずローカル

顧客とのビジネスも可能となります。また、今回の取引により入手するBeeの塗料工場は、広大な

土地と最新鋭設備を有しており、当社の北米自動車長期戦略における生産能力の拡充に寄与するも

のであり、この意味でも、今回の一連の取引は当社にとり極めて意義深いものであります。 

２ 買収した会社 

本件実行により、Beeが新たに当社の子会社となりました。また、NBCに関しましては、当社の実

質所有割合が50%から100%に引き上げられました。 

買収した会社 完全子会社化した会社

商号 Bee Chemical Company 日本ビー・ケミカル株式会社

所在地 米国イリノイ州Lansing 大阪府枚方市

資本金 23,182ドル 3億6千万円

主な事業

北米地域における自動車用プラスチック

塗料の製造・販売およびこれらに関する

一切の事業

プラスチック用塗料・真空蒸着用塗料の

製造・販売およびこれらに関する一切の

事業

売上高 15,015百万円（2005年12月期） 20,028百万円（2006年3月期）



３ 本件の概要 

 
＊ Bee Chemical Companyは、株式取得日付で商号をNB Coatings Inc.と変更いたしました。 

＊＊別途競合避止に係る対価4百万ドルを支払ったほか、株式取得日現在の運転資産の状況により、上記取 

  得価額の調整が生じます。 

４ 買収資金の調達方法 

シンジケート・ローンによる調達や銀行借入に加え、一部自己資金を充当いたしました。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

買収した会社 完全子会社化した会社

＊Bee Chemical Company 日本ビー・ケミカル株式会社

取得株式数 23,182株 360,000株

＊＊取得価額 106百万ドル 120百万ドル

異動後の持分比率 100％ 100％

売主 Rohm and Haas Equity Corporation Bee Chemical Company

株式取得日 2006年10月２日 同左



(2) 【その他】 

平成19年11月７日開催の取締役会において、第182期中間配当に関する決議が行われました。 

 
  

中間配当金金額 1,059百万円

１株当たり配当額 ４円00銭

支払開始日 平成19年11月27日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

自平成18年４月１日 至平成19年３月31日 事業年度(第181期)の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。 

  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第181期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(2) 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書

平成19年９月21日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月22日

日本ペイント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ペイント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本ペイント株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1) 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で日本ビー・ケミカル株式 

  会社及びBee Chemical Companyを完全子会社化した。 

(2) 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産 

  の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指 

  針」を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  川  島  育  也  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月20日

日本ペイント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ペイント株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本ペイント株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  留  隆  志  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月22日

日本ペイント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本ペイント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第181期事業年度の中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ペイント株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で日本ビー・ケミカル株式 

 会社及びBee Chemical Companyを完全子会社化した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  川  島  育  也  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月20日

日本ペイント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ペイント株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第182期事業年度

の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本ペイント株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  留  隆  志  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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